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告   示 

◎新潟県告示第771号 

くろまぐろ（小型魚）、くろまぐろ（大型魚）、するめいか及びすけとうだら日本海北部系群に関する令和５管

理年度における知事管理漁獲可能量（令和５年６月新潟県告示第673号）の一部を令和５年６月９日に次のように

変更したので、漁業法（昭和24年法律第267号）第16条第５項の規定により準用する同条第４項の規定により公表

する。 

令和５年６月27日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付

した部分のように改める。 

改     正     後 改     正     前 

１ くろまぐろ（小型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（小型魚）漁業 
96.056トン 

２ くろまぐろ（大型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（大型魚）漁業 
96.128トン 

３～４ （略） 

１ くろまぐろ（小型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（小型魚）漁業 
83.056トン 

２ くろまぐろ（大型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（大型魚）漁業 
109.128トン 

３～４ （略） 

 

◎新潟県告示第772号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、新潟市の西蒲原土地改良区から次のとおり役

員が就任及び退任した旨の届出があった。 

  

発 行   新 潟 県 

第 49 号 
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令和５年６月27日 

新潟県新潟地域振興局長 

１ 就 任 

  理事 燕市勘新391番地         石田 仙一 

   〃  〃 富永991番地          濵田 佐登之 

   〃  〃 佐善3051番地         早川  諭 

   〃  西蒲原郡弥彦村大字大戸404番地１ 中川 昭一 

   〃  新潟市西蒲区南谷内597番地    金川 達也 

    〃   〃  西蒲区巻甲3601番地     本井 文吉 

    〃    〃 西蒲区大潟402番地      剱物 寅雄 

    〃    〃  西蒲区福島871番地      山田  一 

    〃    〃 西蒲区横戸506番地      田中  妥 

    〃    〃 南区大倉589番地      登坂  治 

    〃    〃  南区下曲通80番地      髙橋  隆 

                      （理事長） 

    〃    〃 西区保古野木987番地     小柳 一朗 

    〃    〃 西区木場1908番地      豊田 吉一 

    〃    〃 西蒲区遠藤54番地      坂井 眞澄 

    〃    〃 南区下曲通118番地      児玉 百合恵 

   監事 燕市松橋1535番地          吉川 俊夫 

    〃   〃 米納津5964番地        関森  正徳 

    〃  新潟市西蒲区和納１丁目10番12号  伊藤  勇 

     〃     〃  南区東長嶋114番地     野内  弘 

    〃     〃  西区高山87番地４      玉木 英一 

  就任年月日 令和５年６月16日 

２ 退 任 

  理事 燕市長渡65番地          松井 正博 

   〃  〃 富永991番地          濵田 佐登之 

                      （理事長） 

   〃  〃 佐善3051番地         早川  諭 

   〃  西蒲原郡弥彦村大字大戸404番地１ 中川 昭一 

   〃  新潟市西蒲区高畑38番地      野水 作一 

    〃   〃  西蒲区馬堀4261番地     髙井 慶喜 

    〃    〃 西蒲区桑山316番地      槇田 善一朗 

    〃    〃  西蒲区福島871番地      山田  一 

    〃    〃 西蒲区横戸506番地      田中  妥 

    〃    〃 南区西白根1759番地     伊藤 武夫 

    〃    〃  南区下曲通80番地      髙橋  隆 

    〃    〃 西区保古野木987番地     小柳 一朗 

    〃    〃 西区金巻115番地       鈴木 勇治郎 

   監事 燕市横田12838番地          若林 三津雄 

    〃  西蒲原郡弥彦村大字矢作1794番地  安達  卓憲 

    〃  新潟市西蒲区升潟771番地６    本田  徹 

     〃     〃  南区大倉589番地      登坂  治 

    〃     〃  西区高山87番地４      玉木 英一 

退任年月日 令和５年６月15日 

 

◎新潟県告示第773号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第113条の３第１項の規定により、次のとおり土地改良事業の工事が完了

した旨の届出があった。 
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令和５年６月27日 

新潟県十日町地域振興局長 

 

◎新潟県告示第774号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局飯豊山系砂防事務所長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定によ

り公示する。 

令和５年６月27日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量 （航空レーザ測量） 

２ 作業期間 令和５年６月23日から令和６年２月５日まで 

３ 作業地域 新潟県岩船郡関川村の一部 

       新潟県胎内市の一部 

       新潟県新発田市の一部 

       新潟県東蒲原郡阿賀町の一部  

 

公   告 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和５年６月27日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 燕東太田ショッピングセンター 

所在地 燕市東太田字上枯木7073－１ 外 

設置者 株式会社原信 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第５条第１項の規定による新設の届出 

公告日 令和５年２月17日 

３ 意見の概要 

(1) 燕市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

  意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和５年６月27日から令和５年７月27日まで 

 

大規模小売店舗の新設について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定による新設の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和５年６月27日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 完了年月日 

津南町 

津南郷土地改良区 
午肥原 

土地改良施設突発事故

復旧事業（補助） 
令和５年５月29日 
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１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

名 称 ダイレックス加茂店 

所在地 加茂市新栄町1920番５ 外 

２ 大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名 

(1) 大規模小売店舗を設置する者 

・氏名又は名称 ダイレックス株式会社 

法人代表者氏名 代表取締役 多田 高志 

住所 佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬930番地 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者 

・氏名又は名称 ダイレックス株式会社 

法人代表者氏名 代表取締役 多田 高志 

住所 佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬930番地 

３ 大規模小売店舗の新設をする日 

令和６年２月17日 

４ 大規模小売店舗の店舗面積の合計 

計1,267平方メートル 

５ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

(1) 駐車場の位置及び収容台数 

・位置 届出書に添付された図面のとおり 

・収容台数 計50台 

(2) 駐輪場の位置及び収容台数 

・位置 届出書に添付された図面のとおり 

・収容台数 計17台 

(3) 荷さばき施設の位置及び面積 

・位置 届出書に添付された図面のとおり 

・面積 計65.0平方メートル 

(4) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 

・位置 届出書に添付された図面のとおり 

・容量 計9.0立方メートル 

６ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

    ・ダイレックス株式会社 

午前９時00分から午後10時00分 

(2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

午前８時30分から午後10時30分 

(3) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 

・出入口の数 １箇所 

・位置 届出書に添付された図面のとおり 

(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 

24時間 

７ 届出年月日 

令和５年６月16日 

８ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、加茂市商工観光課でも閲覧ができます｡) 

９ 縦覧期間 

令和５年６月27日から令和５年10月27日まで 

10 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援班 

電   話 025－280－5235 



第49号 新  潟  県  報 令和５年６月27日(火) 

5 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和５年６月27日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 コモタウン柏崎 

所在地 柏崎市宝町字横枕1045番地１外 

設置者 三菱HCキャピタル株式会社 他４者 

２ 変更した事項 

大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

  （変更前）三菱HCキャピタル株式会社 代表取締役 柳井隆博 

  （変更後）三菱HCキャピタル株式会社 代表取締役 久井大樹 

３ 変更年月日 

令和５年４月１日 

４ 変更の理由 

    設置者の代表者変更のため 

５ 届出年月日 

令和５年６月16日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、柏崎市商業観光課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

令和５年６月27日から令和５年10月27日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援班 

電   話 025－280－5235 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

雑   報 

令和４年度新潟県市町村職員共済組合決算の要旨 

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第22条第３項及び地方公務員等共済組合法施行規程（昭和37

年総理府・文部省・自治省令第１号）第67条の２の規定により、令和４年度決算の要旨を公告する。 

令和５年６月27日 

新潟県市町村職員共済組合 

理事長 小 林  則 幸 
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